
 

 

評  価  書 

 

                                                             令和４年２月７日 

                               宮   城   県 

 

 下記事業を対象として行った大規模事業評価の結果は，以下のとおりである。 

 

                                      記 

１ 対象事業名 

    県立高等技術専門校再編整備事業 

 

２ 事業の概要 

    別添資料１「事業概要」のとおり 

 

３ 県民生活及び社会経済情勢に対する効果並びにその把握方法 

  別添資料２「評価結果」のとおり 

 

４ 評価の経過 

    令和３年１０月２６日 行政活動の評価に関する条例第５条の書面（評価調書）の作成 

    令和３年１１月 １日  宮城県行政評価委員会への諮問 

    令和３年１１月 １日  行政活動の評価に関する条例第９条に基づく県民意見聴取 

       ～１１月３０日   

    令和４年 １月２１日 宮城県行政評価委員会からの答申 

    令和４年 ２月 ７日  県の自己評価の確定,条例第１０条に定める書面（評価書）の確定 

 

５ 行政評価委員会の意見 

    別添資料３「答申」のとおり 

 

６ 評価の結果 

    宮城県行政評価委員会（大規模事業評価部会）における調査審議の経過，同委員会からの答申並

びに県民意見聴取の結果を踏まえ，本事業について，行政活動の評価に関する条例施行規則（平成

１４年宮城県規則第２６号）第１７条第１項に定める基準に基づき評価を行った結果，本事業を

実施することは適切であると判断した（評価結果の詳細は，別添資料２のとおり）。 

    なお，同委員会からの答申内容（評価書を作成するに当たり検討すべき事項等）に対する県とし

ての検討結果は，次のとおりである。 
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答申内容に対する検討結果 

【答申記１】 

   再編整備により閉校となる県立高等技術専門校の跡地を管理するリスクを十分に認識し，早

期に効果的な利活用方法について検討すること。 

【検討結果１】 

跡地の利活用については，行政財産としての有効活用を前提に，所在地の自治体とも協議を

行い，早期に利活用策を決定できるよう検討してまいります。 

【答申記２】 

  県立高等技術専門校の厳しい入校者状況を真摯に受け止め，再編整備の基本方針における取

組内容をより具体化し，県民の理解が得られるように努めること。また，引き続き職業能力開発

校として求められる役割を調査・分析し，競争力のある県立高等技術専門校のプログラムを検

討すること。 

【検討結果２】 

入校者の状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ，有識者等に意見を伺いながら,再編整備の基

本方針の取組内容をより具体化してまいります。また，職業能力開発校の役割について,国の動

向や他県の事例等を調査・分析しながら，競争力のある県立高等技術専門校の訓練内容等を検

討してまいります。 

【答申記３】 

再編整備により配慮が必要となる学生に対し，情報技術の活用による柔軟なカリキュラム等

による学生支援のほか，関係機関と連携しながら，その家族への支援等も包括的に展開するこ

と。 

【検討結果３】 

再編整備により配慮が必要となる学生に対し，情報通信技術を活用した技能の習得支援や関

係部署と連携した各種相談支援等を行うほか，学生が心身ともに安定した訓練生活と就職活動

に取り組めるよう精神保健福祉士等を配置し，学生の家族も含めた相談支援等に努めてまいり

ます。 

【答申記４】 

県立高等技術専門校に外国人留学生の入校が可能になり，再編整備基本計画の基本条件を大

きく変更する場合は，抜本的に当該計画を再検討すること。 

【検討結果４】 

現時点においては，評価書で示した事業内容，事業費の範囲内での留学生の受入を可能とす

ることを想定しておりますが，再編整備基本計画の基本条件の変更が必要となった場合は，変

更内容を踏まえ，当該計画の再検討に取り組んでまいります。 
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事 業 概 要

Ⅰ 事業の概要

事業の名称 県立高等技術専門校再編整備事業

事業の概要 【概要】
県立高等技術専門校は，現在,５校（白石，仙台，大崎，石巻及び気

仙沼）あるが，少子化等の影響による若年者の人口減少や，企業ニーズ
を踏まえた知識・技能の高度化，業務の複合化への対応が求められてい
るほか，白石校以外の施設は築年数が経過している状況である。

こうしたことから，県職業能力開発審議会において県立高等技術専門
校の整備のあり方について諮問し，その答申を踏まえ，効率的・効果的
な校運営の観点から，将来を見据えて５校を１校に再編して，現在の仙
台校敷地に新設（一部改修）する。また，訓練科の見直しや訓練内容の
充実を図る。併せて，技能検定等を行っている人材開発センターについ
ても築年数が経過していることから建て替える。

なお，再編後，新たな高等技術専門校に通学するのが困難となる気仙
沼地域において，民間委託によるサテライト訓練を実施する。

これにより，富県躍進に向けたものづくり産業の人材育成を図るもの
である。

≪附属資料１ 宮城県職業能力開発審議会答申（概要版） －県立高等
技術専門校の整備のあり方について－≫
≪附属資料２ 宮城県職業能力開発審議会答申 －県立高等技術専門校
の整備のあり方について－≫

○新設校の概要
施設規模：本館，実習棟，人材開発センター

普通課程 定員１学年165人，２学年85人
短期課程 定員85人（うちサテライト45人）

訓練科構成：普通課程 メカトロニクス科他10科
短期課程 普通訓練 左官・エクステリア科他3科

在職者訓練（技能向上訓練）
離職者等再就職訓練（施設外訓練：委託）

人材開発センター：技能労働者向け研修，施設貸与等
所在地：現在の仙台高等技術専門校敷地（仙台市宮城野区田子1-4-1）

○現５校の概要（令和３年度）
（１）白石高等技術専門校

所 在 地：白石市白川津田字新寺前５－１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

情報通信ネットワーク科 １年生20人（11人）
２年生20人（ 4人）

プログラムエンジニア科 １年生20人（20人）
２年生20人（19人）
計 80人（54人）

職 員 数：12人（事務4人，技術8人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

管理棟 1,426.72㎡（RC造，築20年）
実習棟２棟 2,762.32㎡（RC造，築20年）
職業能力開発センター棟 1,244.56㎡（RC造，築20年）
体育館 797.93㎡（RC造，築20年）
付属棟ほか 255.60㎡（RC造，築20年）
計 6,487.13㎡

（２）仙台高等技術専門校
所 在 地：仙台市宮城野区田子１－４－１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

機械エンジニア科 １年生15人 （ 9人）
２年生15人 （ 7人）

電子制御システム科 １年生20人 （15人）
２年生20人 （12人）

別添資料１
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自動車整備科 １年生20人 （20人）
２年生20人 （15人）

電気科 １年生20人 （18人）
設備工事科 １年生20人 （14人）
建築製図科 １年生20人 （13人）
塗装施工科 １年生20人 （ 9人）
サインデザイン科 １年生10人 （10人）

計 200人（142人）
短期課程
左官科 10人 （ 4人）
造園科 10人 （10人）
ジョブセレクト科 10人 ( 6人）

計 30人 （20人）
職 員 数：31人（事務7人，技術24人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

本館教室 3,372.06㎡（RC造,築52年）
実習場４棟 7,209.33㎡（RC造，築24～27年）
その他実習場 405.00㎡（RC造，築35～57年）
人材開発ｾﾝﾀｰ２棟 1,038.15㎡(S造，築23年・築46年)
体育館 983.37㎡（RC造，築49年）
付属建物ほか 2,017.32㎡（RC造，築24～57年）
計 15,025.23㎡

（３）大崎高等技術専門校
所 在 地：大崎市古川米倉字上屋敷５１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

木の家づくり科 １年生15人（15人）
２年生15人（ 3人）

電気科 １年生20人（14人）
計 50人（32人）

職 員 数：9人（事務4人，技術5人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

管理棟 736.00㎡（RC造，築52年）
実習場６棟 2,530.24㎡（S造，築40～59年）
体育館 877.89㎡（S造，築37年）
倉庫ほか 138.44㎡（S造，築36～56年）
計 4,282.57㎡

（４）石巻高等技術専門校
所 在 地：石巻市門脇字青葉西２７－１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

自動車整備科 １年生20人（19人）
２年生20人（10人）

金属加工科 １年生20人（ 3人）
木工科 １年生10人（ 6人）

計 70人（38人）
短期課程
溶接科 5人（ 2人）
配管科 5人（ 0人）

計 10人（ 2人）
職 員 数：11人（事務3人，技術8人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

本館,西館 1,478.00㎡（RC造，築29年・築55年）
実習棟５棟 2,241.13㎡（S造，築48～56年）
技能訓練センター 555.00㎡（RC造，築42年）
倉庫ほか 285.89㎡（S造，築29～56年）
計 4,560.02㎡

（５）気仙沼高等技術専門校
所 在 地：気仙沼市大峠山１－１７４
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

自動車整備科 １年生15人（ 9人）
２年生15人（ 4人）

オフィスビジネス科 １年生15人（15人）
計 45人（28人）
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短期課程
溶接科 5人（ 1人）

職 員 数：9人（事務4人，技術5人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

本館,教室 864.87㎡（RC造，築30年・築46年）
実習棟３棟 1,285.40㎡（S造，築46年）
倉庫ほか 298.38㎡（CB造，築42～46年）
計 2,448.65㎡

≪附属資料３ 県立高等技術専門校（５校）の概要≫
≪附属資料４ 各校位置図≫
≪附属資料５ 仙台高等技術専門校現況写真≫
≪附属資料６ 仙台高等技術専門校現況配置図,建築計画イメージ≫

【上位計画との関連】
○新・宮城の将来ビジョン

第５章 政策推進の基本方向
政策推進の基本方向１ 富県宮城を支える県内産業の持続的な成
長促進

（２）産業人材の育成と産業基盤の活用によって持続的な成長
の基礎をつくる

取組４ 時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環
境の整備

≪附属資料７ 新・宮城の将来ビジョン 抜粋≫

○宮城の職業能力開発事業実施計画
令和３年度職業能力開発行政の基本方針

≪附属資料８ 令和３年度 宮城の職業能力開発事業実施計画 抜粋≫

○宮城県立高等技術専門校再編整備基本計画
≪附属資料９ 宮城県立高等技術専門校再編整備基本計画の概要≫
≪附属資料１０ 宮城県立高等技術専門校再編整備基本計画≫
≪附属資料１１ 訓練科の再編概要≫

事業計画の背景 【背景】
県立高等技術専門校は，少子化等の影響による入校者数の減少等が課

題となっていた。これに加え，校舎,実習棟は，白石校，仙台校及び石
巻校の一部の建物を除き，いずれも築35～59年経過している。このよう
な状況から，令和元年１２月に宮城県職業能力開発審議会に「県立高等
技術専門校の整備のあり方」を諮問し，令和２年７月に将来を見据え，
現在の５校を１校に再編することなどが必要との答申を受けた。

答申を踏まえ，富県躍進に向けたものづくり産業の人材育成を図るこ
とを目指し，高等技術専門校の再編整備を推進するための基本となる「宮
城県立高等技術専門校再編整備基本計画」（以下「再編整備基本計画」）
を令和３年３月に策定した。

再編整備基本計画の主な内容
○富県躍進に向けたものづくり産業の人材育成を図る
○企業・地域ニーズに対応した訓練を展開する。
○現５校を廃止して，再編校１校を新設する。
○設置場所は，仙台圏域の県有地のうち，鉄道駅に近いことからア

クセス性がよく，再編する高等技術専門校を設置する場合に必要
とされる十分な敷地面積を有し，かつ既存施設の利活用（利用可
能な複数の実習棟）も図ることができる「現仙台高等技術専門校」
とする。

○気仙沼地域において，民間委託によるサテライト訓練を実施する。
○遠方のため，通学できなくなる学生を対象に，経済的負担の軽減

を目的とした支援制度を検討するなど，学生支援の充実を図る。
○時代の変化に即した機器等の整備を積極的に推進する。
○廃止校の利活用については，行政財産としての有効活用を前提と

しながら，所在地の自治体とも協議を行い，県全体としての利活
用を図るとの視点で検討する。
※ 老朽化している県有施設等の移設先や仮設用地としての利用
など，県の公共施設等総合管理方針などとの整合性を図りなが
ら，県民の利益に繋がる利活用について検討する。
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県や地元自治体による利活用が見込まれない場合，売却や貸
付など，早期に利活用策を決定できるよう検討を進める。

特に白石校に関しては，出張訓練の会場や施設外訓練（委託
訓練）の教室としての利用など，建物の利活用を前提に検討す
る。

また，同校は，平成９年に策定した「宮城県立高等技術専門
校再編整備基本計画」と，その計画の実行プランにあたる「宮
城県立県南高等技術専門校（仮称）整備基本計画」に基づき，
平成１３年に情報系やオフィス系の高等技術専門校として整備
したが，平成２１年度より国からの委託事業である施設外訓練
（委託訓練）の規模が大幅拡充となったことから，オフィス事
務等の訓練科は，委託訓練に移行した。さらに，本県を取り巻
く社会情勢として，平成２７年の１５歳から１９歳の若者の人
口は平成９年時点での見込みを下回った。こうした国の委託訓
練の大幅拡充，若者の人口の減少幅増は，県南高等技術専門校
整備基本計画策定時点では想定できず，施設の有効活用として
は，見込みと異なることとなった。

こうしたことも踏まえ，今回の再編整備基本計画の検討にお
いては，民間専門学校等の現状等を総合的に勘案し訓練科を見
直したほか，若者の人口減少など将来を見据え，１校に再編し，
適切な施設規模となるよう計画策定に努めた。

≪附属資料１６ 宮城県公共施設等総合管理方針抜粋≫
≪附属資料１７ 宮城県立県南高等技術専門校（仮称）整備基本計画（平

成９年９月）≫
≪附属資料１８ 事業概要（白石高等技術専門校）抜粋≫
≪附属資料１９ 平成９年推計人口及び国勢調査結果≫

【期待される効果】
（１）富県躍進に向けたものづくり人材の育成

「県立高等技術専門校再編整備基本計画」では「新・宮城の将来
ビジョン」に基づく富県躍進に向けたものづくり人材を育成するた
め，再編整備の基本方針を以下のとおりとしている。

○特色ある県立高等技術専門校づくりの推進
○効率的・効果的な職業訓練の実施（時代のニーズにマッチした

訓練）
○企業・地域ニーズに対応した訓練の展開
○新時代に向けた基盤整備・イメージ向上
これらを踏まえ，訓練科を見直し，新たに普通課程に「メカトロ

ニクス科」を設置し，富県宮城を支える高度電子機械産業や自動車
製造関連産業の振興に寄与する人材を育成するほか，「総合建設技
術科」を設置し，建設工事に関して一人で複数の技術や技能を持っ
た人材の育成といった業界の新たな訓練ニーズに対応することが期
待できる。また，短期課程に「ジョブセレクト科」を新設し，進路
が決まっていない若年者等が短期間で多様な内容の体験を通じて，
仕事の不一致の解消や早期離職の防止となることことが期待でき
る。その他の訓練科についても新設校において実施する訓練カリキ
ュラムを業界のニーズに基づいて編成を行い，訓練内容の充実が図
られ，富県躍進に向けたものづくり人材の育成が期待できる。

（２）再編による効果的・効率的な県立高等技術専門校の運営

県立高等技術専門校の普通課程の入校生の多くは高等学校新卒者
であるが，本県の推計人口によると，少子化の影響から，今後25年
間で，15歳から19歳の若年の人口は，現在の約10万人から約７万人
に減少することが予測されている。このような状況も踏まえ，「県
立高等技術専門校再編整備基本計画」では，現５校を再編し新設校
１校を設置する。併せて企業のニーズを踏まえ訓練科を見直すとと
もに，少子化等の影響 を考慮し，普通課程の定員を300人から165
人に削減する計画としている。

また，再編により，新設校１校に様々な訓練科を設置できるなど
のスケールメリットを活かし，複数の科目を受講できる科（総合建
設技術科，ジョブセレクト科） の設置が可能となるほか，訓練機
器の共有化や組織の集約化による事務体制のスリム化など，効果
的・効率的な校運営が期待できる。
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関係自治体から地域における訓練機会と人材の確保について要望
があることから，再編後の訓練機会の確保については，在職者を対
象に，出張訓練を実施するほか，離職者等再就職訓練も行う。新設
校に通学するのが困難となる気仙沼地域においては，民間委託によ
るサテライト訓練を実施する。

人材の確保については，学生の出身地域をはじめとした仙台圏域
以外への就職の確保に向けた方策などを関係自治体とともに協議し
ながら，ものづくり産業の人材確保による地域経済の活力維持・向
上に向け検討し，新設校で学んだ学生の仙台圏域外への就職支援に
つなげていくこととしている。

学生支援の充実としては，新設校への通学が困難となる地方の学
生が，民間賃貸住宅等を利用することが見込まれることから，経済
的負担を軽減するため，住居にかかる費用の支援を検討していく。

また，発達障害等の方が一人暮らしをして新設校に通学する場合
の支援として，関係部署と連携した各種相談支援を行うほか，情報
通信技術を活用した技能の習得支援や研修等で指導員のスキルアッ
プによる受入体制の整備に努める。

さらに，学生が心身共に安定した訓練生活と就職活動に取り組め
るよう精神保健福祉士等を配置し，学生の家族も含めた相談対応に
あたる。

≪附属資料１２ 宮城県の推計人口（１５～１９歳）≫

（３）築年数の経過した施設，設備等の更新による，安全で良好な訓練
環境

高等技術専門校の校舎,実習棟は，白石校と仙台校，石巻校の一
部の建物を除きいずれも築35～59年経過している。

今回，一部の実習棟を除く校舎等は全て新築し，機能を重視した
設計で，学生，指導員の双方にとって利用しやすい施設とする計画
で，安全・安心して訓練に臨める環境の下，企業が求める訓練ニー
ズを踏まえ，時代の変化に即した機器等を整備することとしており，
施設が充実し，より良好な訓練環境が期待できる。

これまでの取組状況 ○平成８年度～平成１３年度
平成９年１月に策定した「宮城県立高等技術専門校再編整備基本計

画」に基づき，旧白石，塩釜，大河原高等技術専門校を集約して，現
白石高等技術専門校を平成１３年４月に新設した。

○平成２３年度～平成２８年度
現在の５校を維持する「宮城県立高等技術専門校整備・運営プラン」

を平成２４年３月と平成２９年３月に策定した。

○平成３０年度～令和２年度
平成３０年１１月から高等技術専門校のあり方に関する本格的な検

討を開始し，県職業能力開発審議会委員が実際の訓練状況等を把握す
るため，現地を視察した上で，本県の職業能力開発を取り巻く課題等
について意見交換を行い，共通認識を図った。

令和元年１２月に職業能力開発審議会にこれらの検討結果を基にし
た「高等技術専門校の整備のあり方」を諮問し，５回にわたり議論さ
れ，令和２年７月に将来を見据え，現５校を１校に再編することなど
が必要との答申を受けた。

職業能力開発審議会からの答申を踏まえ，再編整備基本計画の策定
に着手し，みやぎ工業会やみやぎ高度電子機械産業振興協議会をはじ
めとした業界団体や地元自治体等に対して，人材育成の課題，求める
人材，訓練内容の見直し等について，意見聴取等を行い，中間案を策
定し，パブリックコメントや県議会への報告を経て，令和３年３月に，
現５校を１校に再編する「宮城県立高等技術専門校再編整備基本計画」
を策定した。

【令和３年度～ 】
入校者の状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ，有識者等に意見を

伺いながら，再編整備基本計画の基本方針の取組内容をより具体化し
ていく。また，職業能力開発校として求められる役割について，国の
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動向や他県の事例等を調査・分析しながら，競争力のある県立高等技
術専門校の訓練内容等を検討する。

なお，再編整備基本計画策定後も経済動向や産業・就業構造の変
化等に応じて，カリキュラムや定員を含め計画についても適宜見直し
を行い，時代のニーズに即した職業訓練を実施することとしている。
また，本事業概要で示した事業内容，事業費の範囲内での事業実施を
想定しているが，再編整備基本計画の基本条件の変更が必要となった
場合は，変更内容を踏まえ，当該計画の再検討に取り組む。

※「公共施設等適正管理推進事業債」（以下「公適債」）（起債充当率
90％，交付税措置率50％）は平成２９年度に創設されており，高等
技術専門校を集約する場合は，その活用を意識していたが，次期計
画の検討にあたっては，「宮城県立高等技術専門校整備・運営プラ
ン」の単なる後継計画に留まらない，高等技術専門校の将来的な大
きな方向性を定める必要から，まずは今後のあり方について検討す
ることとした。

その中では，人口減少や民間との訓練内容の競合，高等技術専門
校集約（再編）の可能性など，今後の社会情勢の変化や業界ニーズ
を考慮しながら幅広い視点での検討が必要となり，関係機関，業界
団体との議論の進め方，その調整・検討を行った後，令和元年１２
月に県職業能力開発審議会へ諮問となった。同審議会では５回にわ
たり高等技術専門校のあるべき姿や地域ニーズを踏まえた訓練科，
集約（再編）の方向性などについて慎重に議論され，令和２年７月
に答申を受け，再編整備基本計画の策定に着手した。その後の計画
策定にあたっては，新設校の場所の選定について十分に検討する必
要があったほか，訓練科の設定等について，業界団体や関係自治体
との意見交換に時間を要したため，令和３年３月の策定となり，そ
の後のプロポーザルを経た事業着手（基本設計）では，現時点で令
和３年度末までとなっている公適債の活用を図ることができなかっ
た。

今後のスケジュール 令和３年度 大規模事業評価
（予定） 令和４年度 プロポーザル方式による設計事業者選定

令和５～６年度 基本設計・詳細設計
令和６年度 改修工事・仮設建物工事
令和７年度 解体工事（本館等）
令和８～９年度 新築工事
令和１０年４月 供用開始
令和１０年度 実習棟解体工事（現１号館，現２号館）

Ⅱ 事業内容

用地関係 予 定 地 仙台市宮城野区田子１－４－１

用地確保の状況 用地の確保 済・未
造成面積 ㎡
県有地・民有地買上・民有地借り上げ・（ ）

敷 地 面 積 39,028.24㎡

規 制 の 状 況 規制区域
用途 第一種住居地域
建ぺい率 ６０％
容積率 ２００％
その他 第３種高度地区

建設関係 事 業 規 模 延べ床面積 18,008.38㎡
校舎 3,871.80㎡
実習棟 13,128.58㎡（うち改修分5,232,77㎡）
人材開発センター 1,008.00㎡

構造 鉄筋コンクリート造，鉄骨造
整備される主な施設 校舎，実習棟，人材開発センター
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Ⅲ 事業費

建設費 Ａ 調査費 ４７百万円
設計費 ２６３百万円
工事費 ８，９８８百万円（監理費含む）
その他（機器整備費） ２，８７０百万円

合 計 １２，１６８百万円

【財源内訳】
国庫補助金 ２，９１４百万円
起債 ６，１９６百万円
一般財源 ３，０５８百万円
合 計 １２，１６８百万円

維持管理費 Ｂ ２０年間の維持管理費の累計
〈建設後の施設の利用を令和１０年～令和２９年の２０年間と想定〉

修繕・補修関係経費 ３０６百万円
運営・管理経費 ７，４１５百万円
合 計 ７，７２１百万円

【財源内訳】
交付金 ６，３３７百万円
一般財源 １，３８４百万円
合 計 ７，７２１百万円

合計 Ａ＋Ｂ １９，８８９百万円

財源内訳表

A 建設費 単位：百万円

国庫補助⾦
職業能⼒開発
校設備整備費
等補助⾦

公共事業等
債

⼀般単独事
業債

調査費 47
設計費 263
⼯事費 8,988 1,479 1,331 266
機器整備費 2,870 1,435 1,435
計 12,168 2,914 1,331 4,865 3,058 266

B 維持管理費 単位：百万円

交付⾦
職業転換訓練
費交付⾦等

修繕・補修関係
経費

306 121 185

運営・管理経費 7,415 6,216 1,199

計 7,721 6,337 1,384

（参考）
公共事業等債
交付税措置

4,865 1,623

所要額内容

財源内訳

整備内容 所要額

財源内訳

⼀般財源

⼀般財源

起債
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評価結果

行政活動の評価に関する条例施行規則（平成１４年規則第２６号）第１７条第１項（事業再評価の
場合は第２項も含む）各号に規定する基準等に基づく評価結果は，次のとおりである。

１ 事業が社会経済情勢から見て必要であるかどうか。（第１号関係）

【事業の必要性】
○ 本県の推計人口によると，少子化の影響から，今後２５年間で１５歳から１９歳の若年者の

人口は，現在の約１０万人から約７万人に減少することが見込まれている。高等技術専門校で
は，入校生を確保するため，高校訪問等を行いＰＲに取り組んでいるが，若年者の人口減少等
により，入校者数は，令和３年度は２２０人（定員充足率７３．３％）で，過去最低だった令
和２年度の１５０人（定員充足率５０％）から改善しているものの，中長期的には減少傾向に
ある。これらを踏まえ，定員を設定する必要がある。

○ 産業界から知識・技能の高度化，業務の複合化に対応できる訓練実施が求められており，訓
練科の見直しや訓練内容の充実により,富県躍進に向けたものづくり産業における人材育成を
図る必要がある。

○ 新設校は，現仙台高等技術専門校の敷地に建設するが，同校の本館等の建物は,一部の実習
棟を除き築３５年～５７年経過している。

○ 一部の実習棟を改修して活用するほかは,再編後の訓練科を運営するため新たな校舎及び実
習棟の建設が必要である。

【現施設の状況】（再掲）
○現５校の概要（令和３年度）
（１）白石高等技術専門校

所 在 地：白石市白川津田字新寺前５－１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

情報通信ネットワーク科 １年生20人（11人）
２年生20人（ 4人）

プログラムエンジニア科 １年生20人（20人）
２年生20人（19人）
計 80人（54人）

職 員 数：12人（事務4人，技術8人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

管理棟 1,426.72㎡（RC造，築20年）
実習棟２棟 2,762.32㎡（RC造，築20年）
職業能力開発センター棟 1,244.56㎡（RC造，築20年）
体育館 797.93㎡（RC造，築20年）
付属棟ほか 255.60㎡（RC造，築20年）
計 6,487.13㎡

（２）仙台高等技術専門校
所 在 地：仙台市宮城野区田子１－４－１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

機械エンジニア科 １年生15人 （ 9人）
２年生15人 （ 7人）

電子制御システム科 １年生20人 （15人）
２年生20人 （12人）

自動車整備科 １年生20人 （20人）
２年生20人 （15人）

電気科 １年生20人 （18人）
設備工事科 １年生20人 （14人）
建築製図科 １年生20人 （13人）
塗装施工科 １年生20人 （ 9人）
サインデザイン科 １年生10人 （10人）

計 200人（142人）
短期課程
左官科 10人 （ 4人）
造園科 10人 （10人）
ジョブセレクト科 10人 ( 6人)

計 30人 （20人）

別添資料２
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職 員 数：31人（事務7人，技術24人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

本館教室 3,372.06㎡（RC造,築52年）
実習場４棟 7,209.33㎡（RC造，築24～27年）
その他実習場 405.00㎡（RC造，築35～57年）
人材開発ｾﾝﾀｰ２棟 1,038.15㎡(S造，築23年・築46年)
体育館 983.37㎡（RC造，築49年）
付属建物ほか 2,017.32㎡（RC造，築24～57年）
計 15,025.23㎡

（３）大崎高等技術専門校
所 在 地：大崎市古川米倉字上屋敷５１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

木の家づくり科 １年生15人（15人）
２年生15人（ 3人）

電気科 １年生20人（14人）
計 50人（32人）

職 員 数：9人（事務4人，技術5人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

管理棟 736.00㎡（RC造，築52年）
実習場６棟 2,530.24㎡（S造，築40～59年）
体育館 877.89㎡（S造，築37年）
倉庫ほか 138.44㎡（S造，築36～56年）
計 4,282.57㎡

（４）石巻高等技術専門校
所 在 地：石巻市門脇字青葉西２７－１
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

自動車整備科 １年生20人（19人）
２年生20人（10人）

金属加工科 １年生20人（ 3人）
木工科 １年生10人（ 6人）

計 70人（38人）
短期課程
溶接科 5人（ 2人）
配管科 5人（ 0人）

計 10人（ 2人）
職 員 数：11人（事務3人，技術8人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

本館,西館 1,478.00㎡（RC造，築29年・築55年）
実習棟５棟 2,241.13㎡（S造，築48～56年）
技能訓練センター 555.00㎡（RC造，築42年）
倉庫ほか 285.89㎡（S造，築29～56年）
計 4,560.02㎡

（５）気仙沼高等技術専門校
所 在 地：気仙沼市大峠山１－１７４
訓 練 科：普通課程定員（在籍数）

自動車整備科 １年生15人（ 9人）
２年生15人（ 4人）

オフィスビジネス科 １年生15人（15人）
計 45人（28人）
短期課程
溶接科 5人（ 1人）

職 員 数：9人（事務4人，技術5人）
施設規模：主な施設の面積（構造，築年数）

本館,教室 864.87㎡（RC造，築30年・築46年）
実習棟３棟 1,285.40㎡（S造，築46年）
倉庫ほか 298.38㎡（CB造，築42～46年）
計 2,448.65㎡
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２ 県が事業主体であることが適切であるかどうか。（第２号関係）

○ 職業能力開発促進法第１６条において，都道府県は，職業能力開発校を設置することが規定
されている。これに基づき，県は高等技術専門校を設置し，地域における職業訓練の基盤とし
ての役割と責任を果たす必要がある。

○ 高等技術専門校は，これまで主に新規高等学校卒業者等を対象とした職業訓練を実施してお
り，訓練分野は，民間の専門学校等で技能者を養成していない機械エンジニアや設備工事，塗
装施工及びサインデザインなどの分野もカバーし，ものづくり産業の人材育成に貢献している。

○ 高等技術専門校と民間の専門学校で分野が重複する自動車整備や電気工事などについては，
専門学校はほぼ定員を満たしている状況である。また，高等技術専門校においては，大型車両
の整備もできる人材の育成や電気の安定的な供給及び災害時の対応に貢献できる人材の育成と
いった特殊性などから，再編後も存続し，定員については，若年者の中長期的な人口減少等を
総合的に勘案して設定した。

○ 現在，仙台高等技術専門校内に併設している人材開発センターは，これまで技能検定や民間
事業者の技能講習等の会場として使用しており，新設校においても引き続き企業のニーズに即
した技能労働者の養成と技術向上の総合サービスを行うことで，職業訓練及び技能検定の振興
に寄与していく。

○ ものづくり産業における人材育成ニーズに適切に対応するためには，県が主体となり，職業
訓練を展開していくことが必要である。

３ 事業を行う時期が社会経済情勢から見て適当であるかどうか。（第３号関係）

○ 本県の推計人口によると，少子化の影響から，今後２５年間で県内の１５歳から１９歳の若
年者の人口は，現在の約１０万人から約７万人に減少することが見込まれており，高等技術専
門校の定員充足率が低下傾向にあることも踏まえ，入校定員を設定する必要がある。

○ 高等技術専門校では，主にものづくり産業に必要とされる技能・知識の習得を目的として訓
練を実施しているが，技術革新，情報化の進展等に伴い企業が必要としている人材は変化して
おり，こうした変化に迅速かつ適切に対応した訓練の実施が求められている。

○ 今回新設する予定の仙台高等技術専門校の施設は，平成５～６年に建設された実習棟を除き，
本校舎（鉄筋コンクリート造）が昭和４３年築（築後５２年経過），人材開発センター（鉄骨
造）が昭和５０年築（築後４６年経過），その他の施設も築年数が経過しているため，更新が
必要である。

４ 事業の手法が適切であるかどうか。（第４号関係）

○ 本県では，事業費の総額が１０億円以上の事業については，ＰＰＰ・ＰＦＩ事業導入の検討
を行っている。

○ 本事業において，国土交通省作成のＶＦＭ簡易算定モデル（平成２９年４月）を使用し，Ｖ
ＦＭを算定した結果，ＰＦＩ手法を採用することによる財政的なメリットを見いだすことはで
きなかった。

○ 企業・地域ニーズに対応した訓練を展開するという再編整備基本計画の基本方針を踏まえ，
施設整備に利用者や企業，業界団体の訓練ニーズ等を反映することが必要であるが，施設及び
諸室機能・規模等が職業能力開発促進法施行規則により規定されていることや民間が担える範
囲は維持管理等の業務に限られているため，民間事業者が創意工夫を発揮する余地は限定的で
あることからＰＦＩ手法の効果は発揮されにくい。

○ 定量及び定性面から総合的に検討した結果，従来方式（県直営）で整備を行うことが適切で
あると考える。

ＰＰＰ・ＰＦＩ導入調整会議等での検討結果

○ 令和３年１０月１８日に開催したＰＦＩ導入調整会議における検討の結果,当該事業につい
ては,従来方式（県直営）における手法が妥当と判断した。

≪附属資料１３ ＰＰＰ・ＰＦＩ導入調整会議における簡易検討結果（回答）及び検討調書≫
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５ 事業の実施場所が適切であるかどうか。（第５号関係）

○ 新設校は，県内の公共交通網などを考慮し，多数の学生にとって交通アクセスの利便性が高
く,事業実施に必要とされる十分な敷地面積を有し，かつ既存施設の利活用（利用可能な複数
の実習棟）も図ることができる「現仙台高等技術専門校」（所在地は仙台市宮城野区田子, 最
寄り駅のＪＲ仙石線福田町駅から徒歩５分，敷地面積は39,028.24㎡）に新設することとして
いる。

○ 当該敷地は県有地であり，用地取得に要する財政的な負担が生じない。また，既に高等技術
専門校が所在する土地であり，地域の住環境等に与える影響が少ない。

○ 各高等技術専門校の地理的状況や地域の実情を踏まえた防災マニュアルを各校で策定してお
り，防災訓練の実施や災害発生時の危機管理体制を構築している。新設校においても同様に防
災マニュアルを作成し，訓練を実施するなど，災害から学生と職員を守るために万全を期す。

○ 当該敷地はハザードマップ上の洪水浸水想定区域となっているが,津波避難エリアではない。
新設校においては，排水環境の整備のほか，電力設備や避難場所となるホールを上階に配置す
ることなどにより洪水被害を防ぐとともに，学生と職員の安全を確保する。

○ 現在，仙台高等技術専門校内に併設している人材開発センターは，これまで技能検定や民間
事業者の技能講習等の会場として使用しており，新設校においても引き続き企業のニーズに即
した技能労働者の養成と技術向上の総合サービスを行うことで，職業訓練及び技能検定の振興
に寄与できるよう，新設校建設と併せて建て替える。

○ 関係自治体から地域における訓練機会と人材の確保について要望があることから，再編後の
訓練機会の確保については，在職者を対象に，出張訓練を実施するほか，離職者等再就職訓練
も行う。新設校に通学するのが困難となる気仙沼地域においては，民間委託によるサテライト
訓練を実施する。

○ 人材の確保については，学生の出身地域をはじめとした仙台圏域以外への就職の確保に向け
た方策などを関係自治体とともに協議しながら，ものづくり産業の人材確保による地域経済の
活力維持・向上に向け検討し，新設校で学んだ学生の仙台圏域外への就職支援につなげていく
こととしている。

○ なお，新設校への通学が困難となる地方の学生が，民間賃貸住宅等を利用することが見込ま
れることから，経済的負担を軽減するため，住居にかかる費用の支援を検討していく。

６ 事業が社会経済情勢から見て効果的であるかどうか。（第６号関係）

○ 少子化の影響による若者の人口減少と高等技術専門校の定員充足率の低下傾向が続いている
ことを踏まえ，入校定員を設定する必要がある。

○ 自動車関連産業や高度電子機械産業などのものづくり産業の集積が進み，県内経済をけん引
している状況等を踏まえ，これらの業界からの訓練ニーズに対応した人材育成を図るため，新
たに「メカトロニクス科」を設置する。また，建設工事に関する複数の技能を有する人材の育
成といった業界の新たな訓練ニーズに対応するため「総合建設技術科」を設置するなど特色の
ある訓練を実施することで，魅力ある高等技術専門校づくりを行うことができる。

○ 新たな校舎建設，バリアフリー対応の改修，新たな機器整備によって，施設に対するイメー
ジアップが図られ入校生の増加が期待できる。また，再編により，新設校１校に様々な訓練科
を設置できることで，複数の訓練科による合同での授業実施等のほか，共有できる機器や訓練
スペースも多くなり，効率的な施設・機器の運用が期待できる。

７ 事業の実施に伴う環境への影響が少ないかどうか。（第７号関係）

○ 現仙台高等技術専門校敷地内の校舎建設であり，基本的に土地の形状変更を伴うものではな
いことから，周辺環境に新たな影響を与える可能性は低いと考えられる。事業実施に当たって
は宮城県環境保全率先実行計画に則り，環境負荷の低減に配慮した基本設計の実施及び施工を
行うものとし，新校舎建設や既設校舎解体の際にも周辺生活環境に配慮した工法等により行う。

≪附属資料１４ 宮城県環境保全率先実行計画 抜粋≫

８ 想定される事業リスク及び当該リスクへの対応策

【事業費財源に関するリスク】
○ 廃止校については，県や地元自治体による利活用が見込まれない場合，校舎の警備業務等の

維持管理費用が必要となることから， 老朽化している県有施設等の移設先や仮設用地として
の利用など，県の公共施設等総合管理方針などとの整合性を図りながら，県民の利益に繋がる
利活用について，早期に利活用策を決定できるよう検討を進める。
現在のところ想定されるリスクはない。

建設費の一部は一般単独事業債等(充当率75%，交付税措置なし等)を充てる計画だが，令和
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３年度までとなっている公適債（起債充当率90％，交付税措置率50％）が延長された場合は，
当該公適債を活用することで県の実質的な負担額は減る。

【災害に関するリスク】
○ 新校舎は，新耐震基準を満たして建築することから，地震災害に対する耐震性能は確保され

る。
○ 仙台高等技術専門校の一部の実習棟を継続使用するが，新たなカリキュラムでも安全に使用

できるよう，必要な改修を行う。
○ 各高等技術専門校の地理的状況や地域の実情を踏まえた防災マニュアルを各校で策定してお

り，防災訓練の実施や災害発生時の危機管理体制を構築している。新設校においても同様に防
災マニュアルを作成し，訓練を実施するなど，災害から学生と職員を守るために万全を期す。

○ 当該敷地はハザードマップ上の洪水浸水想定区域となっているが,津波避難エリアではない。
新設校においては，排水環境の整備のほか，電力設備や避難場所となるホールを上階に配置す
ることなどにより洪水被害を防ぐとともに，学生と職員の安全を確保する。

≪附属資料１５ 仙台高等技術専門校防災マニュアル≫

９ 事業の経費が適切であるかどうか。（第８号関係）

建設費 Ａ 調査費 ４７百万円
（再掲） 設計費 ２６３百万円

工事費 ８，９８８百万円（監理費含む）
その他（機器整備費） ２，８７０百万円

合 計 １２，１６８百万円

【財源内訳】
国庫補助金 ２，９１４百万円
起債 ６，１９６百万円
一般財源 ３，０５８百万円
合 計 １２，１６８百万円

維持管理費 Ｂ ２０年間の維持管理費の累計
（再掲） 〈建設後の施設の利用を令和１０年～令和２９年の２０年間と想定〉

修繕・補修関係経費 ３０６百万円
運営・管理経費 ７，４１５百万円
合 計 ７，７２１百万円

【財源内訳】
交付金 ６，３３７百万円
一般財源 １，３８４百万円
合 計 ７，７２１百万円

合計 Ａ＋Ｂ １９，８８９百万円
（再掲）

投入職員数 ○令和５年度～令和９年度（供用開始まで）
延べ３００人 （２人×２．５日×６０月）

産業人材対策課職員が，設計及び新築工事，改修工事，解体工事につい
て，関係課職員及び設計事務所及び工事請負業者との打合せを月に２～３
日実施。

○令和１０年度（実習棟解体）
延べ６０人 （２人×２．５日×１２月）

産業人材対策課職員が，解体工事について，関係課職員及び請負業者と
の打合せを月に２～３回実施。

関連事業費

以上のとおり，県立高等技術専門校再編整備事業について県が評価を行った結果，事業の実施
は適切と判断した。
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